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根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

学校学習指導要領、理科教育振興法

担当課

2

教育文化

担当係

教育総務課

施設係

42

平成３０年度以降

学校教育

事業類型 一般

教育を支える学習環境を整備する

1

　児童の発達段階に応じて、実際に手に触れさせるなど「わかる授業」を実現する。

　児童の基礎的・基本的な知識、技能の習得、及び、思考力・判断力・表現力の育成を図る

ための教材を購入した。

○平成23年度においては、ミシンなどの義務教育教材用備品や顕微鏡などの学校教育設

備整備備品などを購入した。

 （直接経費の内訳）

  義務教育教材用備品　      11,223,373円

助成 0

総合計画

分野別計画

予算区分 10

担当部事務事業名 教育振興設備整備事業（小学校）

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 313

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局

事事事事

　　　　

　　　　

業業業業

　　　　

　　　　

のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

直接実施・

運営

100 委託 0

一般会計

無

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

37,390

0.10

531

232.1

15,806

Ｈ22決算額

0.10

00

944

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

（手段）

従事者数

0.10

944

Ｈ21決算額

0.10

Ｈ23決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

従事者数

人件費

1,600

26,996

  義務教育教材用備品　      11,223,373円

  学校教育設備整備備品　    1,999,200円

  特別支援学級教材用備品　2,584,136円

○平成24年度においても平成23年度同様に義務教育教材用備品などの購入を行う。

費用合計

28,065

531

0.00

費

用

直接経費

正職員

23,426

488

受益者負担

23,383

0

23,914

83.6

0

0
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36,977

16,337

68.3
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531531
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目標
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―

―

―

―

H24

―

9,177

人

特別支援学級の児童

数

―

112

より効果的な授業展開を可能とするため、必要な教材備品の整備を行うことができ

た。

件

88
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129
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教育設備整備備品購

入

特別支援学級教材用

備品

成果指標名

対象の児童数

事業の

達成状況

活動指標名
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件

義務教育教材用備品
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H23
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313事業番号

平平平平

成成成成
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３３３３

年年年年

児童の発達段階に応じ、必要な教材備品の整備や学習指導要領が改定される場合

の教材購入ができない。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判　定　理　由

学習指導要領の改訂に対応し、教材備品の整備を継続して整備を進める。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

学習指導要領が改訂されたことにより、より効果的な小学校の授業展開を可能にす

るよう教材等の整備を進めなければならない。

市が教材備品の整備をする必要があるため、現状維持と判断した。

方向性の判定


